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三芳町地球温暖化対策実行計画年次報告書の概要 

１．報告書の作成趣旨 

三芳町地球温暖化対策実行計画では、平成２６年度を基準年度として平成２７

年度から平成３１年度までの５年間で、温室効果ガスの削減目標を定めています。

この計画において、温室効果ガスの総排出量を把握し、削減目標に対する進捗状

況について点検し、その結果を公表することとしています。  

本報告書は、参考に平成２８年度における排出された温室効果ガスの状況等を

とりまとめたものです。 

 

 

２．三芳町地球温暖化対策実行計画の内容 

第１期三芳町地球温暖化対策実行計画は平成２１年度に策定し、計画の期間を

平成２２年度から平成２６年度までの５年間とし、基準年度である平成２０年度

と比較し、５．９％の減少となり、削減目標の６％には僅かに届きませんでした

が、全体としては一定の成果をあげることができました。 

そして、第１期の計画期間が終了したことにともない、平成２８年２月に第２ 

  期実行計画を策定しました。その計画では、第１期と同様に本町が行う全ての事

務・事業とし、平成２７年度から平成３１年度の５年間を計画期間とし、目標年

度である平成３１年度の二酸化炭素排出量を基準年度である平成２６年度と比

較し６％削減することを目標としています。 

 

 

３．報告内容 

平成２８年度における温室効果ガス排出量を基準年度である平成２６年度と

比較した結果を５ページ「温室効果ガス排出量の状況」に掲載しました。 
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計画の対象範囲 

 

本町が行う全ての事務・事業とし、出先機関を含めたすべての組織及び施設を対象

としています。 

 

（対象施設一覧） 

施  設  名 施  設  名 

役場庁舎 小学校（５校） 

役場出張所（２か所） 中学校（３校） 

保健センター 中央図書館 

ふれあいセンター・太陽の家 公民館（３か所） 

保育所（２か所）・みどり学園 総合体育館・総合運動場･弓道場･憩いの広場 

児童館（３か所） 歴史民俗資料館 

学童保育室（５か所） 文化会館 

子育て支援センター 浄水場 

清掃工場 学校給食センター 

農業センター･旧島田家  

各行政区集会所・防犯灯・道路照明灯・公園外灯は対象外とする。 

 

対象とする温室効果ガス 

  

本町実行計画で、削減対象とする温室効果ガスは、法律で定められた削減対象とな

る、６種類のガスのうち二二酸酸化化炭炭素素とする。 

 

※６種類の温室効果ガス 

種   類 主 な 発 生 源 

二酸化炭素（ＣＯ２） 

産業、民生、運輸部門などにおける燃料の燃焼に

伴うものが全体の９割以上を占め、地球温暖化へ

の影響が最も大きい。 
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メタン（ＣＨ４） 

稲作、家畜の腸内醗酵などの農業部門から出るも

のが半分を占め、自動車の走行や、一般廃棄物の

埋立や焼却からも発生する。 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 
燃料の焼却に伴うものが半分以上を占め、自動車 

の走行によっても排出される。 

ＨＦＣ類(ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ

類) 

エアゾール製品の噴射剤、カーエアコンや冷蔵庫

の冷媒などに使用されている。 

ＰＦＣ類(ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ類) 電子部品や半導体製品の洗浄に使用されている。 

六ふっ化硫黄（ＳＦ６） 変電設備に電気絶縁ガスとして使用されている。 

 

※「地球温暖化対策の推進に関する法律」では、上記表 6 物質が温室効果ガスとして 

削減の対象となっています。しかし同法に基づく策定マニュアルでは「人口の少な

い市町村（例えば、人口５万人以下の市町村などは（中略）二酸化炭素の排出量を

把握し、その他の温室効果ガスについてはできる範囲で把握する」とされており、

本町はこの規模に該当することから、本計画では二酸化炭素のみとし、重点的な対

策をとることとした。  

 

 

基準年度及び目標年度の二酸化炭素排出量 

  

本町の事務・事業における基準年度及び目標年度の二酸化炭素総排出量は以下のと

おりです。 

 

区 分 
基準年度排出量 

平成２６年度 

削減

目標 

目標年度排出量 

平成３１年度 

二酸化炭素（ＣＯ２） １，９１５．９１ｔ-co2 ６％ １，８００．９６ｔ-co2 
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温室効果ガス排出量の状況 

  

平成２８年度の本町の事務・事業に関する温室効果ガス（二酸化炭素換算）排出量

は次のとおりです。 

 

 二 酸 化 炭 素 排 出 量 対平成 26 年度比 

燃

料 

灯油 １８．５９ｔ-co2 △５９．６％ 

Ａ重油 ０ｔ-co2 △１００．０％ 

ＬＰＧ（液化石油ガス） ２７．８３ｔ-co2 １０５．２％ 

都市ガス ３２４．４６ｔ-co2 ４４１．９％ 

自

動

車

燃

料 

ガソリン ６１．４４ｔ-co2 １１．３％ 

軽油 ７．７１ｔ-co2 △１１．５％ 

天然ガス １．８０ｔ-co2 １３．２％ 

電    力 １，６５４．５１ｔ-co2 ４．７％ 

合    計 ２，０９６．３４ｔ-co2 ９．４％ 

 

全体の二酸化炭素排出量は、基準年度である平成２６年度と比較し約９．４％の

増加となりました。他人から供給される電力使用に伴い排出される二酸化炭素排出

量が、全体の約８０％を占め、次いで都市ガスが約１５％となっています。 

個別の燃料ごとに平成２６年度（基準年度）と比較してみると、灯油・Ａ重油・ 

軽油については減少しました。Ａ重油については、平成２７年度に、給食センター

のボイラーが都市ガスに切り替わり使用がなくなったことによるものです。灯油に

ついては、小中学校のエアコン設置にともない使用が減ったことによるものです。

それ以外の燃料については増加となりました。主に、ＬＰＧと都市ガスが大幅に増

えました。これは、小中学校のエアコンが全校で全て設置が完了したことによるも

のです。目標年度である平成３１年度比６％の削減目標を達成するには、CO2 排出

量の比重が高い電力、LPG、都市ガスについて、日頃より節電により使用量の削減

に取り組む等の細かな配慮をしていくことが必要であると考えられます。 
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温室効果ガス排出量の基準年度との比較 

 

 

 

 

区 分 平成２６年度 対比 平成２８年度 

二酸化炭素（co２） １，９１５．９１ｔ-co2 9.4％ ２，０９６．３４ｔ-co2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

灯油 Ａ重油 ＬＰＧ 都市ガスガソリン 軽油 天然ガス 電力

平成26年度 46.05 150.38 13.56 59.88 55.21 8.71 1.59 1580.53

平成28年度 18.59 0 27.83 324.46 61.44 7.71 1.80 1654.51



7 

 

具体的な取組み 

 ★共通節電行動 

区  分 取 組 内 容 

 

 

 

空調に係る節電 

 

 

□ 設定温度（２８℃）を徹底する。 

□ パッケージエアコンでの空調については、運転管理（会議

開始前の予冷禁止、会議終了後直ちに冷房停止）を強化す

る。 

□ 業務終了時にブラインドやカーテンを閉め、翌朝の日射負

荷を軽減する。 

□ 緑のカーテンを実施し、室温の上昇を緩和する。 

□ 運転時間（８：３０～１７：００）を徹底する。 

 

 

 

照明に係る節電 

 

 

  

□ 住民の利用が少ないフロアのトイレは、使用後直ちに消灯

する。 

□ 蛍光灯は、間引き点灯とし、当日の天候によりこまめな消

灯に心がける。 

□ 出先機関については、利用者に配慮しながら減灯に努める。 

□ 従来型蛍光灯を、高効率蛍光灯やＬＥＤ照明への交換を推

進する。 

□ 開庁前や昼休み、開庁後の消灯を徹底し、無駄に点灯する

ことのないよう心掛ける。 

 

 

 

 

ＯＡ機器、その

他の機器に係る

節電 

 

 

 

□ 使用していないＯＡ機器等については、プラグをコンセン

トから抜く。 

□ パソコンやプリンターの省電力機能を活用する。  

□ プリンターや複写機の稼働台数を見直し、プリントアウト

はなるべく行わない。やむを得ずプリントアウトする場合

は、両面、縮小コピーとする。 

□ エレベーターの利用は極力控えるよう啓発する。 

□ 電気ポットは極力使用せず、マイボトルを持参する。やむ

を得ず使用する場合、保温はしない。 

□ トイレ温水洗浄便座は原則使用しない。 

 

 

勤務スタイルの

変更 

 

 

□ 定時退庁の推進、並びにノー残業デイ（水曜日）をより一

層徹底する。 

□ クールビズを徹底・強化（冷涼グッズの活用等）する。 

□ 会議を極力午前中にシフトし、電力使用ピーク時間帯にお

ける空調、照明等の使用を抑制する。また、会議時間の縮

減に心掛ける。 

□ 執務は事務室で行い、会議室等での作業は行わない。 
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★各施設における節電行動 

 区  分 取 組 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

本 庁 舎 

 

 

 

 

 

 

 

□ ３階会議室等パッケージエアコンの運転管理（設定温度の

遵守、会議開始前の予冷禁止、終了後直ちに冷房停止等）

を強化する。 

□ 文化会館のイベント開催時には、電力需要が急激に上昇す

る可能性があるため、常に電力の使用状況を把握しオーバ

ーすることのないよう注意を払う。 

□ ３階廊下の照明については、常時全消灯とし、会議等利用

時のみ点灯する。 

□ 通路・ロビー・エントランスホールの照明については、当

日の天候により適宜調整し利用者の利便性に配慮する。 

□ 事務室部分の照明は、蛍光管を間引き、原則５０％消灯と

する。また、開庁前、昼休みは全消灯とし、窓口業務のあ

る課は適宜対応するものとする。 

□ 近隣階への移動の際は健康のためにも階段の利用を推奨す

る。 

出 張 所 
□ 事務室部分の照明は、蛍光管を間引き、原則５０％消灯と

する。 

 

浄 水 場 

 

□ 取水ポンプ１号の運転はしない。 

□ 送水ポンプの運転時間を短縮し、その時間の配水ポンプは、

インバータポンプを使用する。 

 

給食センター 

 

□ 事務室部分の照明は、蛍光管を間引き、原則５０％消灯と

する。 

□ 廊下部分は全消灯する。 

 

 

保健センター 

□ ロビーの照明は、当日の天候状況により適宜調整し、利用

者の利便性に配慮する。 

□ 事務室部分の照明は、蛍光管を間引き、原則５０％消灯と

する。 

□ ２階調理室の南側蛍光管を抜く。 

 

 

町立保育所・ 

子育て支援セ

ンター 

□ 事務室部分の照明は、蛍光管を間引き、原則５０％消灯と

する。 

□ 各保育室の照明は、使用していない時は必ず消す。（部屋か

らの移動時もその都度）夕方の保育においても点灯は最小

限とし保護者の迎え時、必要に応じてその都度スイッチを

オン・オフする。午睡時中の消灯を徹底する。 

□ 休憩中は、パソコンの電源をオフにする。 
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□ シュレッダー、コピー機等の主電源は終業時には切る。 

 

 

 

児童館・ 

学童保育室 

 

 

□ 事務室部分の照明は、蛍光管を間引き、原則５０％消灯と

する。 

□ 冷蔵庫の温度調節を行う。 

□ なるべく自然の風を取り入れて、空調の使用を控える。 

□ 空調のフィルター清掃をこまめに行い、冷房の効率を上げ

る。 

□ 扇風機・うちわ、よしずを使い、緑のカーテンを実施し日

差しを遮る。 

□ アイスノンや氷枕、濡れタオルなどを使い、子どもの熱中

症に対処する。 

 

 

小・中学校 

 

 

□ 晴天時の窓際の照明を消灯する。 

□ 校舎廊下の照明を減灯する。 

□ 校長・職員室エアコンの設定温度（２８℃）を徹底する。 

□ 窓開けや扇風機により、外気を導入する。 

□ 緑のカーテンを実施する。 

 

 

 

藤久保公民館 

 

 

□ 事務室部分の照明は、蛍光管を間引き、原則５０％消灯と

する。 

□ 利用者に空調設定温度（２８℃）の徹底を呼びかける。 

□ １階、２階共用部分のエアコンは停止する。 

□ 自動ドア内側の電源を切る。 

□ 日射防止のため、緑のカーテンを実施する。 

□ 通常はエレベーターの電源は切っておき、利用者から依頼

があったときのみ稼働させる。 

 

 

竹間沢公民館 

 

 

□ 事務室部分の照明は、蛍光管を間引き、原則５０％消灯と

する。 

□ 日射防止のため、緑のカーテンの実施、及び人工グリーン

フェンス（ビニール製）を設置する。 

□ 窓ガラスの一部に窓用遮光フィルムを貼る。 

□ 利用者に空調設定温度（２８℃）の徹底を呼びかける。 

□ エアコン室外機への日差し防止をする。 
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□ 熱交換器やフィルターをこまめに清掃する。 

□ ホール内のダウンライトの調光を下げる。 

 

 

図 書 館 

 

 

□ 図書館開架フロア及び２階視聴覚室の照明をこまめに調整

する。 

□ ２階事務室の蛍光灯を、室内の照度を考慮し、原則４０％

消灯する。 

□ カーテンやロールカーテンを降ろし、室温の上昇を抑制 

する。 

歴史民俗資料館 
□ 事務室部分の照明は、蛍光管を間引き、原則５０％消灯と

する。 

 

□ 節電取組み状況の監視及び公表 

  各課・室・局並びに出先機関の長は、職員の節電に対する取組み状況について常

に監視し、必要があれば指導を行うものとする。 

また、実効性ある節電計画とするため、節電結果を定期的に公表し、より一層の

節電に心がけるものとする。 

評価・課題 

 平成２８年２月に第２期地球温暖化対策実行計画を策定しましたが、そのなかでは、 

平成２６年度を基準年度とし、計画期間の最終年度である平成３１年度の二酸化炭素 

排出量を６％削減することを目指しています。 

初年度にあたる平成２７年度の「温室効果ガス」の総排出量は２,０８１.９１t-co2

となり、前年度と比較し、１６６t-co2（約 8.7％）の増加、平成２８年度は２０９６．

３４t-co2 と 180.43 t-co2（約 9.4％）増加し、２年連続の増加となりました。 

小中学校全校にエアコンが設置され、二酸化炭素排出量の比重が高いＬＰＧと都市ガ

スの使用量が大幅に増えたことが全体の数値を押し上げた要因となりました。また、

電力使用量についても、基準年度よりも増加傾向にあります。 

 平成３１年度の排出量を６％削減するには、厳しい状況にあります。業務量の増大

や複雑化によりエネルギーを使用する機会が増えているのが背景にあるとも考えら

れます。また、地球温暖化対策については、世界的な取り組み課題であり、近年では 

海水温度の上昇が自然現象に変化をもたらし、自然災害の原因となっています。 

世界的な課題とはいえ、地球温暖化対策実行計画に基づき、職員一人一人が地球温

暖化に対する共通認識を持ち、二酸化炭素排出量削減に向け、こまめに節電を実施す

るなどが必要であり、資源の使用削減に努めていかなければなりません。 

今後も「温室効果ガス」の総排出量削減に向けて職員の意識啓発を図り、より徹底

した取り組みを行っていきます。 
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